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〈要  約 〉

 本 稿 の 目的 は， 国 際貿易 と産 業構 造 の選択 との関連 か ら中国の重 工業 政策 を検 討す るこ とに ある。

中国 の重工 業政 策 につ いて は， それ は中 国の比較 優位 を無視 した選 択 で あ る と批 判 され て いる。 こ

れ に対 して，本稿 では 中国 に よる閉鎖経 済 の選択 お よびその長 期化 とい う点 に着 目 し， まず 貿易 と

産 業育 成 との関 連 を理 論 的 に考 察 し， 比較優 位論 を 自由貿易 の存在 して いな い中国 に適用 す る こ と

に限界 が あ るこ とを説 明 してい る。 その上 で閉鎖 経 済 を選 択 した中国 に とって の重工 業 の必要 性，

可 能性 ， お よび閉鎖 の長期 化 が もた らした問題 な ど を分析 して い る。 さらに1978年 改革 開放 以降 の

産 業構 造， 貿易 構造 の 高度化 と経 済成 長 との関 連 を考察 し，体 制 改革 と開放 の条件 の下 で比 較優位

とされ て いな い重化 学工 業 はむ しろ中国 の経済 成長 の要 因 であ る こ とが本稿 で明 らか に され た。
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は じめ に

 本稿は，中国の重工業化政策について貿易鎖国と開放の下での産業構造の選択 という観点から検

討するものである。産業構造の選択 とは自国に最 も利益 となる産業 を政策的に確立させるという政

策問題 である。産業構造の選択が政策問題 である以上，一国の産業構造は， 自然に形成するもので

はな く，各国におけるさまざまな制度的，歴史的要因などによって決定され るのである。 したがっ

て，一国の産業構造のあ り方については，その国の制度的，歴史的要因な どを抜 きに して語 ること

* 本 研 究 の成果 の一部 を中国 経済学 会2003年 度大 会 で報告 した際 に， 丸 山伸 郎教 授(拓 殖大学)か ら

は貴重 な コメン トを頂 いた。 また， 投稿 にあ たっ て本 誌2名 の 匿名 レフ ェ リー か らは詳 細か つ適切 な

 コメン トを頂 いた。併 せ て こ こに記 して謝 意 を表 した い。
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はできない。

 周知の通 り,中 国は計画経済時代において重工業政策 を採用 していた。計画経済時代の重工業政

策については内外 で批判的議論が圧倒的に多い。中国国内では曖昧な批判論 と徹底 した批判論が存

在 している。前者では重工業化政策が経済の非効率や産業構造の歪みをもたらす要因と認めながら

も,初 期の工業基盤の整備や経済発展の寄与要因で もあった と,そ の成果をアピールす ることを決
     1）
して忘れない。後者は近代経済学の視点か ら従来の重工業化政策 を徹底的に否定するいわゆる新世

代エコノミス ト達 である。中でも林 ・蔡 ・李の研究はその代表的なものの一つである。林たちは,

比較優位論 （リカー ドの比較生産費説やヘクシャー=オ リーンの要素賦存説）に基づ いて,改 革開放前

の重工業優先発展戦略は労働 を豊富にもつ という比較優位 を無視 したような選択であり,経 済成長
                                   2）
の高コス トと低効率 の根本的原因が この発展戦略の選択にあると分析 している。林 たちの主張に対

して,海 外で例 えば中兼は,た とえ途上国であって もある種の条件が許せば資本集約的生産財工業

を育成することは開発論的にみて十分理由があると主張 し,か つ中国の重工業優先戦略の問題は計
                             3）
画経済の制度面の劣化や最低生活水準の犠牲にあると指摘 している。 この指摘の通 り,計 画経済 と

いう資源配分方式の選択および同制度の劣化は種々の非効率 をもたらした上で決定的に重要であっ

た。

 しか し,わ れわれは,閉 鎖経済の選択およびその長期化に着 目したい。社会主義 と計画経済 と

いった政治的,経 済的制度,お よび閉鎖経済の枠組みは,重 工業を必要 とした。 また資本が豊富で

あるか豊富であるまいかを問わずに,政 府が国益 を叶えるという政治判断の下で,た とえ資本集約

的産業であっても,政 策的介入によってその産業の確立が可能であった。さらに,閉 鎖経済の長期

化は,非 効率な産業の延命 を可能にした。要す るに,計 画経済時代の重工業化政策には,社 会主義

計画経済 と閉鎖経済の下でその必要性 と可能性があった。他方では,1978年 改革開放以降,対 外開

放 と市場移行が進行す るなかで,政 府は軽工業振興に力 を入れていた。 しか し,こ れはかつての行

き過 ぎた重工業優先政策への部分的軌道修正に過 ぎず,重 工業重視 とい う産業構造の選択に関する

従来のスタンスに変わ りはなかった。改革開放以降,政 府は非常に高い関税 ・非関税障壁 を設けて

機械や自動車などの重工業 を保護 してきた。上述のように改革開放前の計画経済時代か らその後の

対外開放,市 場移行 までの長い間において,政 府は政策的に閉鎖状態を作ることによって重工業政

策 を実施 してきた。このような閉鎖的状態,す なわち自由貿易の存在 しない状態の下での重工業政

策 を評価するには自由貿易 を前提 とす る比較優位の原理 を適用することに限界がある,と われわれ

は考えている。

 経済の閉鎖 と開放 に関す る従来の議論では国際貿易 と外国投資の自由化問題 を取 り上げる研究が

1） 代 表 的 研 究 と し て,馬[1998],汪[1998],蘇[1999]な どが あ げ られ る。

2） 林 ・蔡 ・李[1994],pp.53-54。

3） 中兼[1999],pp.59-60。
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多い。中国では改革開放後,外 国直接投資 と国際貿易が空前的な拡大 を見せた。外国直接投資は,

中国のような資本 ・技術不足の途上国経済にとって資本 ・技術集約的産業 を育成 し,確 立する上で

極めて貴重な助力 となった。言い換えれば,外 国直接投資は改革開放後の中国の資本 ・技術集約的

産業の拡大 を可能にした。この意味から外国直接投資は,中 国の産業構造の高度化における外国投

資の役割が非常に大 きいといえる。 しか し,比 較優i位と産業構造の選択 との関連を扱 う本稿 では,

議論を単純化するために,国 際貿易のみに焦点を当てることにす る。国際貿易に関 しては,改 革開

放以降急速に進展 している輸出構造の重化学工業化は,規 模 の経済性が著 しい産業の輸出産業化の

表れ ともいえ,こ の構造変化は中国経済により多くの貿易利益をもたらしたと考 えている。また,

中国の国際貿易の___.を 担 うのが同 じ産業内での双方向の財取引という産業内貿易である。ファル

ヴィー （R.E. Falvey） は,垂 直的に差別化 された産業 内貿易の原因が要素賦存パ ターンの違いに
        4）
あると説明している。 ファルヴィーは製品を 「優れた」品質 と 「劣 った」品質 に区別 し,要 素賦存

パターンが異なる2つ の経済において 「優iれた」品質 と 「劣った」品質に対する相互需要の存在 を

想定 している。 しかし,フ ァルヴィーの理論的仮説は比較優位ではなく,絶 対優位の発想に基づ く

ものである。本稿では,フ ァルヴィーの方法論を中国経済に適用 した既存の実証研究 を批判的に検

討 した上で,中 国の産業内貿易パターンが必ず しも比較優位パ ターンを反映 していないことを明ら

かにす る。

 以下では,ま ず1節 で比較優位論の限界,閉 鎖経済 と重工業の保護,育 成等の問題を説明する。

II節では貿易鎖国の下での重工業の育成可能性 を分析する。 III節では長期的閉鎖の下での重工業化

保護の問題点を整理 したうえで,中 国の生産財型重工業が 自立的発展に至っていないことを明らか

にす る。N節 では改革開放以降の国際貿易 と産業構造 との関連を考察 し,輸 出入構造,比 較優位構

造の変化,産 業内貿易パ ター ンなどを検討 し,規 模の経済性の産業の輸出産業化すなわち輸出構造

の重化学工業化は中国の経済成長に大 きく寄与 していることを明 らかにする。最後に本稿の結論を

要約する。

1 産業構造の決定要因

1  比較優位論

 国際分業に関する古典的な理論 として リカー ド （D.Ricardo） の 「比較生産費原理」が知 られる。

この原理によれば,一 国の各財の生産費比率 と他国の各財の生産費比率を比較 した場合,一 国の相

対的により効率的に生産できる財 を,比 較優位 を持つ財 と,逆 に相対的に非効率的生産 しかできな

い財 を,比 較劣位 を持つ財 であるとい う、需要構造,生 産要素,技 術 の一定 を前提 とした上で,一

4） R.E. Falvey[1981], pp.495-511.
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国は比較優位にある財の生産に特化 し,こ れを相手国に輸出し,比 較劣位にある財を相手国から輸
                                         5）
入するように分業化することによって,両 国に とっても世界経済全体に とっても利益 となる。2国

間の技術格差 を比較優位 の原因 とす る リカー ド・モデルに対 して,ヘ クシャー=オ リーン （E.

Heckscher and B. G. Ohlin） は,2国 間の労働 と資本の賦存比率の格差は比較優位の原因と考 えて

いた。彼 らは生産要素の賦存状況は,国 によって異なり,ま た財によって要素集約度は異なるため,

ある特定の生産要素 を豊富に保有する国は,そ の要素集約度の高い財の生産に比較優位性 を持ち,

したがって,「労働が豊富に存在す る国は労働集約産業に特化 し,資 本が豊富に存在す る国は資本

集約産業に特化す る」（ヘクシャー=オ リーンの第1命 題）とした場合,各 国は比較優位性の高い財

を輸 出 し,優 位性 の低 い財 を輸入す ることに よって貿易 利益 を得 る とい う。1930年 代 にヘ ク

シャー=オ リーンによる比較優位の原理は国際貿易の基本的な考え方 として確立された。

 林 たちは上述の比較優i位の原理 を中国経済に適用 し,比 較劣位にある資本 ・技術集約的産業 （例

えば重工業 ・ハイテク産業）の育成政策 を 厂超越戦略」,労 働集約的産業の育成政策 を 厂比較優位
                               6）
戦略」 と名づけ,超 越戦略から比較優位戦略への転換 を主張 している。 しか し,周 知の通 り比較優

位論 は規模に関する収穫は一定であることや生産 （プロセス）技術は世界中で利用可能であること

など多くの単純化を前提 している。それゆえ,各 国の比較優位や貿易パターンは資本 ・労働 ・自然

資源 といった要素賦存状態だけで決 まる,と いうものであった。現実の貿易パ ターンでは比較優位

論の仮説命題に反す るケースが少な くなかった。ここでは,比 較優位論の限界を含めて林たちが提

唱している比較優i位戦略を検討 しよう。

 第1に,林 たちの主張の根拠 となる比較優位論は,も ともと自由貿易 という前提の下で経済厚生

の変化を議論するものである。本来比較優位の概念は複数の経済が存在 しかつその間で自由貿易が

行われることを前提にしてはじめて成立す るものであ り,鎖 国状態のような単一の経済におけ る政

策評価 に比較優位の理論 を適用す ることには無理がある。中国では1949年 建国から改革開放の1970

年代末まで,貿 易鎖国が実行 されていた。 また,改 革開放後国際貿易が拡大 してきたが,そ の貿易

の多 くは必ずしも自由貿易 ではな く,管 理貿易の性格 を有した。

 第2に,比 較優位論では,一 国の比較優位が所与要件 として扱われ,し たがってこれに基づ くそ

の国の産業構造や技術水準も所与のもの としている。 また,産 業構造や技術水準の変化が貿易構造

および一国の経済厚生に与える影響 を分析 していない。実際には一国の産業構造も技術水準も決 し

て所与の ものではなく,制 度や政策的介入やなどの非経済的要因からむ しろ大 きな影響 を受ける。

とくにより大 きな貿易の利益 と経済厚生をもたらす産業構造を促進する政策的介入には重要な意義

5） リカ ー ド ・モ デ ル の 基 本 はD.Ricardo[1963]に よ る も の で あ るが,最 新 の 多数 財 の リカ ー ド ・モ

 デ ル はR.Dornbusch, S. Fischer and P. A. Samuelson[1977]に よ っ て 展 開 さ れ て い る （R. Dorn-

 busch, S. Fischer and P. A. Samuelson[1977], pp.823-839）0

6） 林 ・蔡 ・李[1994],pp.97-100。
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   7）
がある。

 第3に,さ らに重要 なのは,比 較優位論は規模の経済性の産業 （費用逓減産業）に当てはまらな

いことである。たとえ自由貿易の前提の下で要素の賦存状況や技術水準に基づ く比較優位を持つ産

業であって も,こ の産業に規模の経済性が存在す る以上,私 的インセンティブのみでは市場で自然

的に確立できないし,社 会的にも非効率性が発生す る。

 とくに規模の経済性が存在する産業の場合,政 府の介入は産業構造や貿易構造の一つの重要な決

定要因になりうる。なぜなら,規 模 の経済性が著 しい産業を輸出産業 として確立 した国は,他 国か

ら供給 しない財を世界市場に販売することで多額のレン トを獲得で き,貿 易取引か らより多くの恩
    8；
恵を得 る。っまり,貿 易か ら発生する利益は,た んに貿易による資源配分 とそれに伴 う効率性の改

善だけでなく,そ の国の産業構造 ・貿易構造によって大 きさが異なるのである。 したがって,現 実

に多くの国々では自国の比較優位 に基づいて自由貿易 を実現 しようとす るのではな く,そ の逆すな
                                       9）
わち自由貿易の原則から逸脱 し,国 内産業を保護す るための貿易政策が採用されている。

 第4に,リ カー ド・モデルやヘ クシャー=オ リー ン ・モデルでは,あ る財 を輸出する国はその財

を輸入することは決 してな く,貿 易の方向は一方向であるとされている。 しか し,現 実の国際貿易

では同一の産業についてお互いに輸出をしあ うという産業内貿易は大 きな部分を占めている。産業

内貿易の発生は各国の技術や要素賦存などの比較優位 よりむしろ製品の差別化や規模の経済性など

の不完全競争のほうに起因す る。産業内貿易は,一 般的に先進国間の水平貿易中に多 く存在す ると
    10）
されていた。 しかし近年はそうとは限らない。1990年 代以来,東 アジアにおいて一般機械や電気機
                         11）
械 をは じめ として垂直的な産業 内貿易が大 きく拡大 した。中国についても東アジア諸国や先進国と

の産業内貿易の度合いが高 く,し か もそのかなりの部分は垂直的な産業内貿易であることが明らか
     12）
にされている。

2 産業育成 と貿易保護

 以上で述べたように,規 模の経済性が存在する産業の場合,政 府の政策的介入は産業構造や貿易

構造の一っの重要な決定要因になりうる。それはなぜ であろうか。以下では簡単な二財モデルを用
      13）
いて説明しよう。

7） 伊 藤 ・ほ か [1988],pp.36。

8） 伊 藤1・ ほ か [1988],p.37。

9） 各 国 の保 護 貿 易 に つ い て は,費 用 逓 減 産 業 の 輸 出 産 業 か ら よ り多 くの 貿 易 利 益 の 獲 得 とい う経 済 的

 理 由 と は 別 に,国 内 に お け る錯 綜 し た利 害 関 係 や 国 際 的 な ポ リ シー ゲ ー ム 等 と政 府 の あ り方 とい う政

 治 経 済 学 的 観 点 か ら分 析 さ れ て い る （W.A. Brock and S. P. Magee[1978], pp.246-250, Hillman

 [1989],Grossman and Helpman[1994], pp.833-850）0

10）H.G. Grubel and P. J. Lloyd[1975]は 産 業 内 貿 易 の 実 態 を 明 ら か に し て い る 。

11） 経 済 産 業 省[2003]。

12）Hu and Ma[1999], pp.82-101.

13） 以 下 の 理 論 的 展 開 は,伊 藤 ・ほ か[1988]に 負 っ て い る （伊 藤 ・ほ か[1988],pp.55-69） 。
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図1 規模の経済と貿易保護
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（資 料 ）伊 藤 ・ほ か[1988],pp.62-63よ り加 筆 し作 成 。

 い ま,二 つ の 財 （X,Y） を一 種 類 の 生 産 要 素 だ け を使 っ て 生 産 し て い る と し よ う。X財 は マ ー
       14）
シャルの外部経済をもち,Y財 は同 じ意味で外部不経済をもつ もの とし,一 種類の生産要素 を労

働 とす る。図1に おいて,AD曲 線は,こ の経済 に存在 す る総労働量 をLと す る際 に, A（X）

+B（Y）=Lを 満 たす （X,Y） の軌跡 を表す生産フロンティアである。生産フロンティアの傾 きの

絶対値はX財 に対する社会的限界変形率 （Y財で測ったX財 の社会的限界費用）である。 この生産

フロンティアは,原 点0に 向かって,X財 の生産量が小 さい間は凸の形状, Xの 生産量が大 きく

なれば凹の形状 をそれぞれ示す。それは社会的限界変形率がX財 の生産の増加につれて最初逓減

す るが,そ の後逓増す るためである。U1とU2は それぞれ自国の無差別 曲線であ り,右 上に位置

するほどより高い効用を与える （U1<U、）。

 小国の場合で,相 対価格pに 直面 しているとす る。生産 フロンティア上のA点 は,X財 の生産

がゼロ,Y財 の生産に特化する均衡状態, C点 は限界変形率 と相対価格が等 しい とい う均衡状態

をそれぞれ示す。A点 とC点 はいずれ も安定的な長期均衡点である。なぜなら,経 済が例えばB

点 より左方またはC点 より右方にあれば,私 的限界変形率が相対価格 を上回るこ とにな り,X財

産業の生産 は減少す る一方,BとCの 間の線分では限界変形率が相対価格 を下回 り, X財 の生産

がC点 の方向に向かって増加するからである。 しか し,C点 は,外 部経済のX財 の生産 を増加す

14） マーシャルの外部経済 （不経済）とは,あ る競争的産業が発展し産業全体の総生産量が増大するに

 っれて,外 部効果により産業内の各企業の費用曲線が下方 （上方）にシフトし,そ の結果生産物の価

 格が下落 （上昇）するという現象である。
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る状態を示すものであるので,経 済を外部不経済のY財 に特化す るという状態のA点 か らごのC

点の方へ向かわせ ることが国民的な経済厚生 を増大させ ることになる （U、からU、へ）。

 そのため,Aの 状態にあった経済をCの 状態に移行 させ る政策的介入が二つ考えられ る。一つ

は補助金であ り,も う一つは一時的にX財 の輸入を制限す るという貿易鎖国政策である。前者に

税負担の問題があるため,現 実に後者のほうがしば しば採用される。 しか し,政 府による一時的輸

入制限 と,そ の結果 としての国内需要をテコとした国内生産拡大のプロセスによって当該産業 を確

立 しよ うとすれば,そ の過程 で一時的に消費者は高い価格 （閉鎖価格P,〉 相対価格P） の国内財 を

買わされることにな り,消 費者余剰の減少 という社会的コス トが生ずる。

II 重工業の確立 と存続は可能であったのか

 前節では,規 模の経済性が存在する産業の場合,政 府の介入の経済学的理由をみた。政府の介入,

すなわち一国の産業構造に影響 を与えようとする政策 とは,貿 易 ・直接投資など海外諸国 との取引

に介入 した り,補 助金 ・税制などの金銭的誘因 （pecuniary incentives）を使 うことによって,発 展
                                    15）
産業を育成 ・保護 した り,衰 退産業か らの資源の移転 を調整 ・援助する政策である。中国は計画経

済時代に,重 工業化 という産業構造を選択 し,保 護政策を採用 していたが,市 場移行期においても

そのスタンスは基本的に変わらなかった。投資全体における占める重工業の比率は1979-1995年 の
                         16）
期間に平均40.1%で,軽 工業 の6.4%よ り圧倒 的に高 い。政策 の面 におい て も電気機械,コ ン

ピュー ター,自 動車,石 油化学などの産業が重点育成産業の対象 とされてきた。保護政策の手法は,

計画経済時代の行政的介入を中心 とした一方,市 場移行期には関税 ・非関税障壁 といった経済 （金

銭）的誘因 ・行政的介入を併用す るようになった。そのため,中 国経済では長い間に保護政策によ

り閉鎖的状態が作 られて,た とえ資本集約的産業にせよ,規 模の経済性の産業にせ よ,そ れらを育

成す ることは理論的に可能であった。 また長期的閉鎖状態は重工業の確立 と延命 を可能にした温床

であった。本節では中国の閉鎖経済 と重工業の確立 ・延命可能性について考察する。

1 計画経済時代の閉鎖経済

 計画経済時代の貿易は国家的独 占,管 理貿易であった。1957年 に私営貿易部門の社会主義的改造

後,中 央集権的貿易管理体制が確立 した。この貿易管理体制の下で政府が貿易 を独 占し管理 してい

た。貿易政策について 「自力更生 を主とし,外 国援助 を補 とする」 という原則の下で,国 際貿易は

厳 しく制限された。政府は,自 己完結的経済 を前提 として,経 済運営上の課題や国内需給の状況に

応 じて,外 国 と 「互通有無,調 剤余欠」（余剰物を輸出し,不 足物を輸入し,国 内の需給格差を補 う）

15） イ尹藤：・ほ か [1988],p.3。

16） 中 国 国 家 統 計 局[1997],pp.103。
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をす るよう,輸 出入の規模 と内容 をコン トロール していた。関税政策について,貿 易協定を結んで

いる相手国,例 えば旧ソ連や東欧諸国か らの輸入品に最低税率 を適用 し,そ の他の国からの輸入品

に割高の普通税率 を適用するという差別税率が実施された。 しかし,計 画経済時代の関税制度は,

とくに文化大革命期 間において事実上形骸化 した。 また,傾 斜関税 （Tariff escalation）でないた

め,国 内産業に対する有効保護の効果は必ずしも高 くなかった。事実上,計 画経済時代の国内産業

の保護は,関 税政策ではなく,中 央集権的貿易管理体制下での強力な国家管理貿易によって行われ

た といえる。

 計画経済時代 は自由貿易がほとんど存在 しない閉鎖経済であった。外国企業,製 品と没競争 ・没

交渉の真空状態の中で資本や技術が必ず しも蓄積されていないにもかかわらず,多 くの資本 ・技術

集約的産業が誕生 した。例えば,第 一次五力年計画期末の1957年 頃までだけでも,航 空機,自 動車,

大型機械,精 密機械,発 電設備,高 質合金鋼,非 鉄金属精錬 などの新 しい産業が相次いで誕生 し
17）
た。

2 移行期の市場閉鎖 と重工業保護

 1978年 以降中国の国際貿易は計画経済時代に比べて飛躍的に拡大 したという点か ら,中 国の対外

開放が急速に進んできた といえる。しか し,現 実にはさまざまな貿易障壁が存在 し,対 外貿易が強

力な行政管理の下におかれていた。ここでは中国の非 自由貿易の実態を見てみよう。

 （1）保護関税

 市場経済化のなかで,産 業保護の手段は,行 政管理から関税などの経済的方法へ と変わらざるを

得 なかった。改革開放後の関税政策は基本的に国内産業の保護 と輸出拡大の促進などを原則 として

お り,競 争力の弱い重工業部門に手厚い保護 を与えてきた。具体的には傾斜関税の導入を中心に関

税政策の見直 しが行われた。1982年 以来名 目関税率が大幅に引き下げられたが,対 象品目の多くが

原材料,中 間財部門の製品であったため,加 工度の高い国内産業への保護は実質上強化 されていた。

世界主要途上 国に比べ て中国の関税は有効保護 の効果が高 い。加重平均 関税率 は1996年 中国が

18。9%で,イ ン ド （1986年54.8%）,パ キス タン （1990年35.9%）,ブ ラジル （1987年31.9%） より低
18）
い。 しか し,イ ン ドとパキスタンの関税は資本財より中間財のほうが高い。 これは計画経済時代の

中国の関税構造を想起 させる。現在 中国では,鉱 物か ら中間財,資 本財,そ して消費財 まで加工度

が高まるにつれて関税率が高 くなるという傾斜関税の特徴がはっきり現れている。 とくに,1996年

中国の品目間の関税率格差は,中 間財 と鉱物では2.6,資 本財 と鉱物,中 間財では,3.51,1.34で,

ハ ンガ リーを除いた諸途上国よ り高い （図2）。 この ような関税障壁 により中間財,資 本財産業が

より効果的に保護されているといえよう。

17）  ～王 [1998], p.243。

18） 張[2002],p.111Q
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 （2）貿易管理

 改革開放後,旧 来の貿易管理体制が解体 した。 しかし,貿 易の管理 と制限が少なくとも21世紀初

頭まで強力に実施 されていた。例 えば,企 業は依然 として 自由に外国 との貿易業務を行 うことが認

め られていない。 また,貿 易品目録 と指定経営制度が実施されてお り,貿 易経営権を獲得 した企業

は政府の貿易品目録に従い,所 定の範囲で貿易業務 をしなければならない。経営権審査許認可制や

貿易品目録制の下では,政 府は許認可企業の所有制類型,数 量や貿易品目の調整 といった行政手法

を通 じて,貿 易経営の対象,貿 易量 と構造 をコン トロール していた。貿易経営権iの審査,許 認可に

関 して,一 般に国有の貿易公司や生産企業などが優先的に扱われる。 とくに重要な生産財 と消費財

の貿易にっいては政府が指定 した貿易公司による経営しか認めないため,依 然 として国家による独

占である。例えば1996年 の基礎重工業製品貿易に占める国家独 占経営 と指定経営の比率はそれぞれ
          19）
18.7%,16.2%で あった。

 （3） 数量制限

 輸入数量を制限する諸手段 として,輸 入許可証,輸 入割当,政 府輸入計画などがあげられ る。数

量政策の もとでは輸入量それ自体が制限されるため,関 税 より強力な効果を持ち,し か も,輸 入許
                         ZO）
可 を得た特定の業者に独 占利潤を与えると指摘されている。改革開放後,旧 来の貿易管理体制の弱

体化に伴い,1980年 代初期から代替的貿易規制の手段 として許可証制度が導入された。1990年 代か

19）  盛 [2002], p,164。

20）M.Itoh and Y. Ono[1982], pp.295-305.
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らGATT復 帰 とその後のWTO加 盟 を目指 して,輸 入許可証の対象 を1993年 の53品 目か ら1999年

には35品 目へ と削減 したが,残 る35の対象品目の大部分は耐久消費財,一 部の重要原材料および国
                  21）
内で供給可能な一般機械 ・電気製品である。1996年 に輸入額に占める輸入許可証 と割当の割合は,

交通設備が ともに35.8%で,基 礎重工業品が23.5%,22.7%で あ り,輸 入許可証 と割当は重工業品

の輸入制限の最 も重要な手段であることが明 らかである。

 以上の ように,改 革開放後 も中国の製品市場の一部は保護政策の下におかれて,強 い閉鎖性 を

持ってきた。このような閉鎖性は特に重工業製品市場で現れる。閉鎖的状態の中で,外 国企業はも

ちろんのこと,国 内のライバル企業か らも守 られていて,た とえ規模の不経済で非効率の生産,経

営であって も,延 命することが可能であった。

III閉 鎖経済下での重工業化の問題点

 II節の検討では閉鎖経済の下での重工業選択の可能性を明らかに した。しか し,中 国の閉鎖経済

と重工業保護は,経 済開放 を前提 とした一時的なものではな く,長 期間にわたるものであった。閉

鎖経済は当初重工業の誕生 を可能にした反面5そ の長期化は,重 工業の成長 と自立を妨げた。一時

的貿易制限によ り鎖国状態 を作 り出せば産業の育成に有利に働 くが,中 国のような長期間にわたる

閉鎖経済は,国 内産業の国際経済社会 との没交渉 ・外国製品との没競争の状態を恒常化 させ,経 済

効率,所 得配分上のさまざまな問題 を慢性化させてしまった。本節では,ま ず,閉 鎖経済 との関連

か ら中国の重工業化の問題点を整理す る。つ ぎに,保 護下での重工業化は自立ができたかを検証す

る。

1 重工業化の問題点

 （1） 規模の不経済

 規模の経済のある産業は,経 済の一時的閉鎖化により保護 される間において,規 模拡大,コ ス ト

削減に取 り組み一刻 も早 く自立的発展の軌道に乗せなければならない。中国では,例 えば機械,電

子,自 動車,石 油化学のような大規模な固定設備 を用いている規模の経済のある産業は,長 期的閉

鎖の下で外国製品との競争から守られているが,そ のために,コ ス ト削減のための設備投資,研 究

開発 を怠って,大 企業の多 くでさえ依然 として規模の経済性 を発揮す ることができないでいる。

 また,閉 鎖的地方市場は多 くの地方中小企業を生み出 した。 これ らの中小企業は地域内自給のた

めに政策的につ くられ,当 初から小規模で非効率なものであった。これらの非効率企業は地方保護

政策の下で市場競争の洗礼を受けることがなく生 き延びている。改革開放後,重 複投資を防 ぐこと

21） 中 国WTO加 盟 に 関 す る 日本 チ ー ム[2002], p.155。
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や規模の経済性を確保することなどの理由で,各 種の規制は実行 された。例えば,1980年 代半ば頃

か ら政府はテレビ,冷 蔵庫,洗 濯機 などの耐久消費財市場への新規参入規制 を行 った。 また贋物 ・

低劣品の防止 と農業生産の確保のために,特 定部門に農業生産財の排他的専売権 を与Zた 。種々の

参入規制について上述の建前上の理由があるとしても,そ れ らはいずれ も同時に適当な競争を制限

し,既 存の非効率な企業を温存 して,結 局競争による効率の向上 を阻害する側面を持つ といわざる

をえない。

 （2） 国内依存の資本蓄積メカニズム

 資本集約的産業である重工業 を確立させ るために,資 本蓄積が重要である。中国の重工業化政策

を批判す る比較優位戦略論は,資 本不足を理由 としている。開放経済の下では重工業投資の資金源

として,国 内資本 （貯蓄）のほか,外 国資本 を利用す ることができる。 とくに資本不足の経済では

外国資本の導入は重要な意味 を持 って くる。改革開放前の閉鎖経済の下では中国は外国資本の利用

を極端に抑制 していた。そのため,初 期工業化に必要な資金は,国 内貯蓄に求めざるを得 なかった。

計画経済時代か ら市場移行の今 日まで中国の貯蓄率は一貫して高い。この高い貯蓄率すなわち資本

蓄積のメカニズムについては計画経済時代において安い農産物→工業部門の低賃金 と高利潤率→高

い貯蓄率 とい うメカニズムが働いていたという通説がある。そうだとすれば,重 工業化の資金が国

内貯蓄すなわち農業にしか求められなかった結果,農 業の疲弊 をもたらした。他方中兼は,軽 工業
                                      22）
が作 り出した余剰 を財政が集め,そ れを重工業へ主 として投下 してきたと指摘 している。そうだと

すれば,重 工業化の資金 を軽工業 （または非農業部門）に求めた結果,軽 工業の弱体化を招いたこ

とになる。 いずれにせ よ,閉 鎖経済のため,重 工業化に必要な資金を外国資本に求め ることができ

ず,国 内部 門に強要せ ざるを得なかった。閉鎖経済は重工業の肥大化 と他の部 門の脆弱化 といった

産業構造の歪みをもたらす要因の一つになった。

 （3） 所得配分の歪み

 重工業の多くは長い間保護 されたため,大 企業でさえ規模の経済性を発揮することができず,高

コス ト体制が維持 されている。例 えば,1998年 中国石油集団公司の生産 コス トは26ド ル （1998年1
                                       23）
ドル=8.2791元 ）で,中 東地域 （17ドル）,ア ジア （20ドル,日 本除く）よ り高い水準にある。高コス

ト・高価格体制の下では,た とえ小規模で非効率の企業でも一定の利潤が得 られ,生 き残 ることが

で きる。他方,閉 鎖的地方市場においても地方企業の生産コス トは割高 となっている。例 えば1980
                                 24）
年代末の鉄鋼業では地方企業の製造コス トは重点企業に比べて30%前 後高い。

 経済の閉鎖状態下の産業育成のために,所 得分配上の国民経済の厚生損失が払われなければなら

ない。盛斌は中国の最 も手厚い保護を受けている自動車産業 を事例 に,保 護貿易が国内に与える厚

22） 中 兼[1992],p.31。

23） 中 国 社 会 科 学 院[2000],p.212。

24）  ホ彡本 [2000], p.285。
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         25）
生損失 を分析 している。彼の研究では保護貿易の下で資源配分の非効率による社会的厚生損失 と,

高価格化による消費者から自動車生産者への所得移転が発生 したことが数量的に明 らかにされた。

2 重工業は 自立できたのか

 （1）産業の発展 と重工業化の進展

 一般的に,労 働生産性の上昇によって表 される産業全体の発展 と重工業化 とは次のような関係に

あると考えられる。労働生産性の要因は全要素生産性 と資本装備率に分解 された場合,資 本装備率

は労働生産性の説明変数 にな りうる。つ まり重工業化の進展は,資 本装備率,ひ いては労働生産性

の上昇 を通 じて工業全体の発展 を促進す る。 しか し,中 国では長い間において重工業の中で鋼材な

どの素材産業や最終消費財産業が相対的に発達 し,産 業機械などの装置工業が立ち遅れた。そのた

め,工 業全体の資本装備率の水準は低 くかつ上昇の度合いも緩慢であって,資 本装備率 と労働生産
                     26）
性 とはどのような相関関係にあるかは不明である。他方では重工業化の進展は,工 業全体 の発展

（=労働生産性の上昇）の結果 として捉えることができ,工 業全体の発展を前提 とした重工業の進展

こそは重工業の 自立的成長の証 とい う考え方である。 これは経済発展に伴 う迂回生産化の進展 とい

う一般的な傾向に基づいて説明できる。つ まり経済発展につれて中間財 ・投資財に対す る需要を高

め,中 間財 ・投資財需要の増加 を受けてこれらの財貨 を生産する部門,と くに重工業部門は拡大 し

ていくというメカニズムが働 くのである。中間財 ・投資財のなかでも,重 工業財は一般的に生産性

上昇率が高いため,そ の生産部門の拡大はより顕著であるとい う潜在的可能性が存在す る。 した

がって,労 働生産性の上昇によって表される工業全体の発展 とその結果 としての重工業化の進展 と

は正の相関にあると考 えられる。しか し,他 方では,政 府の介入などの政策的要因で重工業化は工

業全体の発展 と無関係のまま変動することもあり得 る。以下では労働生産性によって表 される産業

の発展 との相関関連から中国の重工業は自立的発展の軌道に乗ったかを検証 してみよう。

 （2）重工業分類の用途基準と生産 ・技術基準

 検証作業に入る前に,ま ず重工業の分類概念を説明してお きたい。中国の現行の軽工業,重 工業

という産業分類では生産物の用途基準が採用 されている。つまり産業の生産物が生産に使用 される

（生産財）か,最 終消費に使用 される （消費財）か,こ れを分類基準 として,生 産財の生産 は重工業,

消費財の生産 は軽工業 と規定 されている。 この分類基準に よると,採 掘,生 産用原材料 ・エネル

ギーや加工組立てなどの産業が重工業部門に分類される。産業別については,例 えば同じ化学で も,

医薬品,化 粧品,合 成繊維,日 常消費財の産業,金 属製品と非金属製品中の日用消費財生産,機 械

25）  盛 [1998], pp.3-9。

26） 中国国 家経 済貿易 委員 会 に よる と,中 国の産 業機 械 は7つ の方 面 で先進 国 との大 きな技術 ギ ャ ップ

 が存在 す る とい う （日本機 械 工 業連 合会 『中 国機械 工 業最：新 情 報』 第2号,2003年2月24日 ）。 ほか

 に,周 ・郭 編[2000],pp.65-72も 参 照 され たい。



             貿易鎖国と開放の下での産業構造の選択            65

（機械,電 機 電子,精 密機械）中の消費財生産などが,食 品,繊 維,製 紙などとともに軽工業部門

に分類 されている。他方,生 産的,技 術的特性 を基準 として規定 された金属,機 械,化 学などを重

工業部門に分類する方法 もある。 この分類法による重工業の概念は,消 費財 （一部）も含むこと,

採掘や非金属 などが含まれないとい う点で用途基準の分類法 と異なる。

 計画経済時代に重工業の生産物がほとんど生産財であったため,重 工業 を生産財 と同一視 し,用

途基準 を採用 しても大きな問題にはならなかった。 しかし,技 術進歩の進展,改 革開放後の消費財

の生産強化 などの政策転換等により,重 工業の生産物は従来の生産財一辺倒から,耐 久消費財をは

じめ消費財分野 まで広がってきた。また,生 産財生産 と規定されている重工業部 門に実は多 くの軍

需財が含 まれてお り,軍 需財産業で も民需財への技術転換,製 品転換が進んでいる。そのため,改

革開放後の中国の産業構造に現行の重工業の分類概念 （用途基準）を適用することが必ず しも適切

ではな くなった。生産 ・技術的特性 を基準にして規定 された分類産業をもとに,中 国の現行の重工

業の分類部門をつ ぎのように調整することができる。現行の重工業の分類部門から採掘,電 力 ・熱

供給を除外 し,化 学部門を生産財生産か消費財生産か問わずに統合 し重工業部門に分類する。他に

金属製品,機 械について も同様に取 り扱 う。非金属鉱物製品は生産財,消 費財問わず一括して軽工

業に分類する。本稿ではこの調整後の部門を 「重化学工業」 と呼ぶことにす る。

 （3） 用途基準の重工業化 による分析

 まず,現 行 の重工業の分類概念 （用途基準）を用いて,中 国の工業発展 と重工業化 との長期的関

係を展望する。

 図3は 工業労働生産性を工業発展の指標 として,初 期年次 を基準 とした重工業化進展率 と工業労

働生産性上昇率 との相関関係 を示す ものである。なお,工 業全体の労働生産性の上昇 を前提 とし,

重工業化 を生産性の上昇の結果 として捉えるため,工 業労働生産性上昇率の指標は1期 前の指標 を

採用 した。しか し,こ の図 をみるかぎり,長 期的に重工業化進展率 と工業労働生産性上昇率 との相

関関係が認めちれない結果 となっている。

 しかし,興 味深いのは,1980年 代半ばごろを境にして工業生産性上昇率 と重工業化進展率 との関

係について横T字 型逆の相関関係が見て取れることである。つ まり1950年 代から1980年 代 前半 ご

ろまでは,工 業生産性に僅かな変化 しかなかったのに対して,同 期間における重工業化の変動が劇

的であった。他方,1980年 代後半以降は,そ れ と逆の傾向を示す。それはなぜ であろうか。

 図3を1952年 から1984年 までの期間 （ユ952年基準年）と1985年 か ち1999年 までり期 間 （1995年基準

年） との二っに分けてみたのが図4-1と 図4-2で ある。まず図4-1を みるとわか るように,1950年 代

初期か ら1980年 代半ばまで重工業化の急激な進展 と大幅な後退 を波瀾万丈的に繰 り返 していた。そ

の背景には個々の時期における強力な政策的介入があった。例えば,第 一次五力年計画期の重工業

化政策,文 化大革命期間の国防強化 と農業機械化等が大きく進められていた。これらの時期におけ

る政策的介入を反映して重工業化 は急激な発展または拡大を見せた。他方,1978年 改革開放後見 ら
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図3 工 業生 産性 上昇 率 と重工 業化 進展 率 との相 関
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（資料）『中国工業経済統計年鑑』 （各年版） よ り作成。

（注）1）工業生産性 は,実 質工業生産額 と工 業従業 者数 との比較 で求め た。実質工業生産額は,

   実質工業生産指数 と基準年工業生産額に より推計。

  2）時系列デー タは5年 平均値であるが,初 年 と末年は3年 平均である。

れた重工業化進展率の急激な低下は,洋 躍進政策への大幅 な見直 しや軽工業 （消費財生産）優先政

策の実施 など政策的介入 を反映している。

 また,図4-2を みよう。1980年 代後半から,重 工業化進展率 と工業生産性上昇率 との間にはほぼ

負の直線的相関が見えるようになった。両者が直線的相関にあるのは政策的要因の影響力が低下 し,

重工業化進展率の変動は工業生産性の上昇 を基礎に進むようになったためといえる。 ところが,両

者が負の相関を持つことは工業生産性の上昇につれて,重 工業化進展率が低下 していることを意味

するものである。そのことについて,先 に述べたように,中 国の現行の部門分類では重工業は生産

財生産の部 門と規定 されているため,重 工業化率の低下は生産財生産比率の低下 と解釈 できる。

 （4） 生産 ・技術基準の重化学工業化 による分析

 つ ぎに,生 産 ・技術基準に基づいた分類概念を用いて,重 化学工業化の進展率 と工業生産性 との

関係 を検討 しよう。

 図5は 重化学工業化進展率 と工業労働生産i生上昇率 （1期前）との相関関係 を示す ものである。

この図を見ると両者は正の相関関係にある。 しか し1995年 まではその相関関係が安定 しなかったが,

それ以降から,強 い直線的な相関が見えるようになった。95年 までの不安定な相関関係は重化学工

業化が工業生産性の上昇 とともに進展 しながら他の要因か ら影響 を受けていたことを示唆 している。

III節でもみたように1978年 改革開放以降 も重工業保護のために関税障壁や非関税障壁による政策的

介入が続いていた。 とくに1980年 代 に家電を初め耐久消費財生産の空前の発展は,こ の時期 に繰 り
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図4-1 工業 生産性 上 昇率 と重 工業化 進展 率 との相 関
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図4-2 工業 生産性 上 昇率 と重 工業化 進 展率 との 相関
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（資 料 ） 図4-1,4-2は 図3の デー タに 基づ い て作 成。
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（資料）『中国工業経済統計年鑑』 （各年版） よ り作成。

（注）1）産業別データを生産 ・技術基準に基 いて軽 ・重化学工業別に再 集計。

  2）工業生産性 は,実 質工業生産額 と工業従業者数 との比率 で求めた。産業別実質工

 業生産額は,産 業別名 目生産額 を産業別 出荷物価指数で実質化す るこ とによ り推計。
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                       27）
返された輸入制限等の政策的介入 とは無関係ではない。国内の旺盛な需要や幼稚産業保護等の理由

で行われた輸入制限等を背景に,閉 鎖下の国内企業の利益期待は,耐 久消費財生産の投資インセン

ティブを高めたはずである。また,1990年 代初め頃中国政府は,機 械,電 子,自 動車,石 油化学,

建設を 「支柱産業」 と指定 して,政 策的に支援 した。1990年 代半ば とそれ以降の相関線を比べて前

者のほ うがより急な傾 きを示すのは,改 革開放後 も種々の政策的要因が依然一定の慣性を保って働

いていたためであろう。

 しか し,1990年 代後半から,重 化学工業化進展率 と工業労働生産性 とは強い直線的な相関関係 を

持つ ようになってきている。その理由としてつ ぎの3つ のことが挙げられる。第1に,投 資主体の

多元化,企 業改革の深化,市 場価格の形成などによって,市 場機構が一層強 く作用するようになっ

たため,政 策的要 因の働 きが弱まっている。第2に,90年 代半ばか ら中国では従来の不足経済から

相対的過剰経済への転換 とともに,外 延的成長か ら内包的成長方式への転換 も追求 されは じめ,産

業構造の高度化,重 化学工業化が進んでいる。第3に,経 済開放の進展 とともに活発化する外国直

接投資は,中 国の産業構造 と輸出構造の高度化に大 きく寄与 している。

IV 国際賛易と重化学工業化

 比較優位戦略論は,中 国が資本,技 術面において劣位,豊 富な労働力において優位 をもつため,

労働集約的産業 を優先的に発展させ,輸 出産業に育てていけば,国 際貿易か ら利益 を得ることがで

きると主張 している。 しかし,規 模の経済が著 しい産業を輸出産業 として確立すれば,よ り多 くの

貿易利益が得 られるはずである （1節を参照）。実は改革開放の中国の経済成長を支 えたのは労働集

約的産業ではな く,む しろ資本集約的産業である。また,輸 出か らより多くの貿易利益を得 られた

のは労働集約的産業ではな く,資 本集約的産業である。本節では中国の輸出に焦点を当てて貿易構

造の変化 と経済成長 との関連 を考察す る。

1 貿易構造の変化

 1980年 代以降中国の貿易の量的拡大に伴 い,貿 易構造,と りわけ輸出構造が大 きく変貌 してきて

いる。 この貿易構造の変化はより重要な視点である。なぜなら,後 ほど明らかにす るように,た と

え同額の貿易量の下で も貿易構造が異なれば貿易による利益の変化が発生するためである。

 1980年 代以来輸出の構造変化の特徴は一次産品構成比の低下 と工業製品構成比の上昇にある （表

1）。1980年 か ら2001年 にかけて一次産品は50%か ら10%へ と低下 したのに対 して工業製品は50%か

ら91%へ と上昇 した。改革開放以来の20年 間余 りの間において中国は工業製品輸出国へ と変貌 した。

27） 例 えば1980年 代 に おい て,耐 久消 費財 につ い て イン フレ沈静 化 の ために一 時 的に輸 入規 制 の緩和 が

 あ ったが,基 本 的に輸 入制 限が行 われ た （滕[2001],p.46） 。
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  表1 中国の貿易構造の推移
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単位 ：%

    一次年次

    産品

工業   うち         機 械 軽工業品 その他

製品  化学品

輸

出

輸

入

1980

1985

1990

1995

2000

2001

2002

1980

1985

1990

1995

2000

2001

2002

50.3

50.6

25.6

14.4

10.2

9.9

8.8

34.8

12.5

18.5

18.5

20.8

18.8

16.7

49.7

49.4

74.4

85.6

89.8

90.1

91.2

2

5

5

5

2

り
乙

3

只
リ

ワ
5

1
⊥

1
⊥

0
4

1

ら
0

ρO

OO

8

0
0

7

0
0

Q
O

6.2

5.0

6.0

6.1

4.9

5.0

4.7

14.5

10.6

12.5

13.1

13.4

13.2

13.2

7
-

8

0

1
⊥

1

7

0

4

2

0
」

1

3

民
U

O
J

 

 

 

9
乙

り
D

3

3

25.6

38.4

31.6

39.9

40.8

43.9

46.4

37.7

29.2

40.7

58.3

51.7

49.2

47.3

23.5

32.7

20.6

28.0

24.2

23.4

23.1

1.1

12.5

18.7

0.O

o.x

O.2

0.2

1.7

5.8

16.9

0.5

0.7

0.7

0.5

（資料）中国国家統計局 『中国統計年鑑 2002年 』よ り作成。

（注）軽工業 品に雑 貨が含 まれ る。

他方,輸 入構造についてみると,個 別時期 を除いて工業製品の構成比は80%台 で推移 して,中 国は

依然 として工業品輸入国であることに変わ りない。 このように中国は輸出と輸入の両面で工業製品

を中心 とした貿易 を行 ういわば工業製品貿易国であ り,国 際貿易は改革開放後の中国の産業構造に

大 きな影響を与えているといえる。

 さらに工業製品の貿易構造 をみよう。 まず,輸 出における製品別 シェアは,1990年 代半ば頃 を境

にし,こ れまで牽引役 の軽工業品が高水準を維持 しながら低下傾向を見せ るのに対 して,機 械が急

速に拡大 して きた。輸出工業製品のこの構造変化 こそが輸出の持続的な拡大の要因であった。輸出

工業製品の構造変化 を高度化 という視点で捉えるために輸出統計を軽工業品 ・重化学工業品別に集

計 し,輸 出構造の重化学工業化 を見たのは図6で ある。この図では生産構造の重化学工業化 との比

較 も行 っている。なお,輸 出構造は生産構造の場合 と同 じように名 目価額 を工業品目別出荷物価指

数で実質化 したうえで算出した実質構成比である。

 この図をみてわかるように,1992年 時点の重化学工業化率は,輸 出が33%で,生 産 （56%）に比

べ てかなり低かった。しか し,1994年 か ら輸出の重化学工業率 は急速に上昇 し,2001年 になると

55%に 達 して,同 時点の生産構造の重化学工業化率 （62%）へ接近 した。つまり,こ の10年 間にお

いて輸出構造の重化学工業化は生産構造 より急速に進んでいることがわかる・この点は輸出と生産

の重工業化進展率 を比較 してみれば一層明らかである。ここでの考察か ら明らかにされたように,
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図6 生産と輸出における重工業化率とその進展率
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（資料）『中国工業統計年鑑』 （各年版）よ り作成。

（注）1）重化学工業 は,冶 金 と同製品,化 学,機 械 を含む。

  2）重化学工業化進展率 は,工 業製品の実質生産額,輸 出額中に 占め る重化 学工業 の比率 を,1992年

 を基準 としてそれぞれ求めた指数である。

  3）実質生産額 と輸出額 とは,名 目価額 を工業製品出荷物価指数 で実質化 したものである。

輸出工業品内の急激な構造変化,す なわち,輸 出構造の重化学工業化 は輸出の持続的な拡大の要因

であった。

 つ ぎに,輸 入における製品別 シェアは,機 械が大 きく拡大 し,軽 工業品も比較的高いシェアを保

ちながら安定 した推移 をしている。機械 と軽工業品が急速なシェア拡大または高いシェア維持をす

る要因は,① 国内の経済成長,② 外国直接投資の中国進出,③ 加工貿易の成長,な どにより,素 材,

部品,資 本財の輸入需要が高 まったことにある。

2 比較優位構造の変化 と産業内貿易の進展

 （1） 貿易特化指数

 中国の貿易構造の変化 は比較優位構造の変化 を反映するものである。製品別比較優位 を示す競争

力の代表的な指標 としては,貿 易特化指数が利用されている。貿易特化指数は特定製品の輸出入額

に占め る純輸出 （輸出額マイナス輸入額,NER：export ratio）の比率 と定義 される。 NERの 値が高

いほど高い比較優位性 を示す。ただ し,一1<NER<1で ある。中国のNERを 見 ると,化 学品 と

機械は比較劣位 に,軽 工業品は比較優位 にそれぞれあることが一 目瞭然である （表2）。 しか し,

NER値 の変化に着 目すれば,軽 工業 品は1990年 代以降横ばいであるのに対 して,機 械は1985年 か

ら2002年 まで0.87も 上昇 し,中 国の比較優位構造が大 きく変化 してきたことがわかる。
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表2 中国の貿易特化指数と産業内貿易

7Z

年次
次

品

一

産

工業   うち         機械類 軽工業品 その他

製品  化学品

貿
易
特
化
指
数

産
業
内
貿
易
指
数

（%

1980

1985

1990

1995

2000

2001

2002

1980

1985

1990

1995

2000

2001

2002

0.13

0.45

0.23

-0
.06

-0 .29

-0 .27

-0 .27

86.6

55.3

76.6

93.6

70.5

73.1

73.4

一〇
.18

-0
.46

0.03

0.08

0.ll

O.10

0.09

81.6

53.6

97.0

91.6

88.7

90.4

90.6

一〇
.44

-0
.53

-0
.28

-0
.3ユ

ー0
.43

-0
.41

-0
.44

55.6

46.6

71.9

68.9

57.2

58.7

56.4

一〇
.72

-0
.91

-0
.50

-0
.25

-0
.05

-0
.06

-0
.04

28.3

9.1

49.8

74.7

94.7

94.0

96.2

0.24

-0 .20

0.48

0.50

0.51

0.51

0.52

75.6

80.3

52.1

49.8

49.0

48.5

47.9

一〇
.23

0.16

0.13

-0
.98

-0
.76

-0
.48

-0
.41

76.5

83.7

87.2

ユ.7

23.6

51.7

58.6

（資料）表1と 同 じ資料 に基づいて算 出。

（注） 貿易特化指数=（輸 出一輸入）/（輸出+輸 入）。指数の値 が高い産業 ほ ど比較優位 を

 持つ。

  産業 内貿易指数=（1一（1輸出一輸入1/1輸 出+輸 入D） ×100。指 数 の値 が高 い

 産業 ほど産業 内貿易の度合 いが高い。

 （2） 産業内貿易

 中国の貿易構造のもう一つの特徴 は,多 くの部門では輸出と輸入が同時に行 われているいわゆる

産業内貿易の進行のことである。表2の 下段には中国の産業内貿易指数の変動が示 されている。機

械類は1990年 代において産；業内貿易の度合いが急速に高 くなり,2000年 以降は90台 で推移 している。

 クルグマンは,産 業内貿易が必ず しも比較優位 を反映せず,規 模の経済性や製品差別化 などの不
                     28）
完全競争の要因により発生す ると主張 している。規模の経済性については,例 えば中間財,資 本財

のような規模 の経済性が存在す る場合,生 産工程の複雑化や大規模化により工程ごとの規模 の経済

を追求す ることは,産 業内貿易の誘因となる。また,製 品の属性品質などの差別化によって産業内

貿易が発生する。製品差別化に関しては,製 品間の属性やブラン ド等の製品差別化による産業内貿

易は 「水平的な産業内貿易」,同 じ属性の製品であるが品質が異なることによる産業内貿易は 「垂

直的な産業内貿易」 と呼ばれ る。品質に よる製品差別化に関 して,フ ァルヴィーは製品を 「優れ

た」品質 と 「劣 った」品質 に区別 し,製 品の品質 とその （資本や人的資本）要素集約度 とを関連付

28） P.K. Krugman[1979], pp.469-479.
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け,品 質による差別された垂直的な産業内貿易が要素賦存パターンの異なる二つの経済において生
        29）
じると説明している。

 入山は,フ ァルヴィーの方法論にならい,輸 出入財単価比率 を基準に,産 業内貿易指数を分割 し
30）
た。彼によると,中 国における産業内貿易のかな りの部分は垂直的に差別化された財によるもので

あり,な かでも中国が相対的に品質の劣 る財を輸出する貿易パターンがかなりの部分 を占める （表

3）。 また,産 業ご とに見た場合,機 械 など多 くの産業で中国の輸 出財の品質が低 い一方で,繊

維 ・衣服では中国の輸出財の品質が高 く産業内貿易の占める比率 も高い。つまり,こ の貿易パ ター

ンは労働豊富,資 本 ・技術不足 という中国の要素賦存の状況 を反映するとい うことである。

 しかし,前 述のように,フ ァルヴィーの方法論は比較優位ではなく,絶 対優位の発想に基づ くも

のである。中国は先進国とはもちろんのこと,多 くの貿易相手国 との絶対的生産1生の格差か らすれ

ば,入 山の実証結果は当然なことであろう。 ところが,国 際貿易にとって重要なのは,他 国との生

産性 を比較 した絶対優位 ではな く,自 国の相対的な機会費用 を比較 した比較優位である。ファル

ヴィーの方法論にならえば,中 国の計画経済時代の重工業化でも比較優位 を反映 したもの として解

釈できる。例 えば計画経済時代における重工業品の代表格である鋼材については1962年 の輸入 と輸

出はそれぞれ23.01万 トン32.5万 トン とであ り,こ れに基づ いて簡単 に計算す ると83.7%と いう非
                 31）
常に高い産業貿易内指数の値が得 られる。今 日の産業内貿易の概念を用いることが許 されれば,鉄

鋼業では品質による差別化 された垂直的な産業内貿易が相当程度に存在 していた可能性が高い。し

か し,だ からといって,計 画経済時代の鉄鋼業についておそらくそれは比較優位 を反映 したもの と

して評価 しようとする人はいないであろう。

 ヘ クシャー=オ リーン ・モデルでは絶対優位ではなく比較優位の問題が扱われているはずである。

比較優位論的見地から入山の結果を検討すると,中 国の産業内貿易パターンは労働豊富,資 本 ・技

術不足 とい う要素賦存パター ンを必ず しも反映 していないことがわかる。例 えば,1996年 の産業内

貿易指数 （IIT）は一般機械が諸産業 で最高の70.9で ある。 また,電 気機械は49.2で,こ れが繊維

（46.7）より高 く,衣 服 （49.3）に匹敵するほどの水準である。ほかには,精 密機械,運 送機械,鉄

鋼,金 属の内業内貿易指数 も木材 ・家具なみの30台 である。確かに上述の機械類,鉄 鋼,金 属など

の産業内貿易では垂直的に差別化 された産業内貿易が多 く,し か も輸出財の品質 も輸入財 （貿易相

手国）に比べて絶対的に低い。 しか し,視 点を変えて国内諸産業についてみれば,機 械類や鉄鋼 ・

金属などは,た とえ諸外国に比べて劣っても,中 国国内の他産業の製品に比べて必ずしも劣るとは

29） R.E. Falvey[1981], pp.495-511.

30） 入 山 は通常 の産 業 内貿易 指 数 （IIT）を水 平 的 に差 別化 され た産 業 内貿 易 指数 （HIIT）,垂 直的 に

 差 別化 され た産 業 内貿易 指 数 （VIIT）,品 質 の相 対 的 に高 い産 業 内貿 易指 数 （HQIIT）,品 質 が 相 対

 的 に低 い産 業 内貿易 指数 （LQIIT） に分割 した （入 山[2000], pp.143-145） 。

31） 産 業 内貿 易指 数 の 算 出式 は （1-q輸 出 一輸 入1/1輸 出+輸 入1） ）×100で あ る。指 数 の 値 が100

 に近 い産 業 ほ ど産 業 内貿易 の度合 いが高 い。
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表3 中国の品質によって差別化された産業内貿易指数 （1996年）
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IIT HIIT VIIT HQIIT   LQIIT

繊維

衣服

木材 ・家具

紙 ・パル プ

化学

鉄鋼

金属

一般機械

電気機械

輸送機械

精密機械

その他

平均
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（資料 ）入 山[2000],p.150。

（注 ） 括 弧 内 はIITに 占め るHIIT, VIIT, HQIIT, LQIITの シェ ア。

  た だ し,IITは 産 業 内貿 易指 数, HIITとVIITは そ れ ぞれ 水 平 的 に,垂 直 的

  に差 別 化 され た産 業 内貿 易 指 数,HQIITとLQIITは,そ れ ぞ れ 品 質 の相 対

  的 に高 い,低 い産 業 貿易 指 数 を示 す 。

限らず,繊 維,衣 服,木 材 ・家具などに対 して言えば,比 較的資本 ・技術集約的製品なのである。

さらに,水 平的に差別化 された産業内貿易指数 （HIIT）をみる と,電 気機械 が諸産業 で最高の

21.1で あることに驚か される。金属 （14.9）も繊維 （17.9）に次 ぐ3番 目の高 さである。この検討

結果は,中 国の国際貿易の一.を 担 う産業内貿易のバターンについては要素賦存バターンだけでは

十分説明できず,比 較優位以外の要因による影響があることを示唆 している。Hu and Maは,中

国とその貿易相手国 との貿易 に関する実証 を行 い,垂 直的な産業 内貿易 と外国直接投資 （FDI）と
                      32）
の間に有意な正の関係があることを見出している。ほかに,石 戸 ・伊藤たちは電気機器製品につい



 74        三 田 商 学 研 究

て日本 とその貿易相手国43力 国 との垂直的産業貿易の決定要因に関する回帰分析 を行 った結果,

FDIに ついては有意な正の係数 を得たが,要 素賦存の違い （一人当たりGDPの 差）についてほとん
                  33）
どの推定式で予想に反す る負の係数 を得 た。いずれにせよ,一 国の国際貿易の原因は比較優位だけ

では十分説明できず,特 に産業内貿易について,FDIは 重要な要 因であることが明らかである。

3 貿易の構造変化による経済成長への貢献

 輸出の成長 とその構造変化は中国の経済成長にどのような影響を及ぼしたか。言い換えれば,経

済開放による国際貿易の活発化や輸出構造の重化学工業化はどのような貿易利益 をもたらしたのか。

構造変化 と経済成長 との関係 を数量的に解明するのに,産 業連関分析の 「比例成長か らの乖離

（DPG,：Deviation from Proportional Growth）」モデルが有用である。 DPGモ デルは各部門が比例成

長 した （構造変化がなかった）場合 と現実 （構造変化が起こった場合）との乖離 を構造変化の成長へ

の貢献 として,さ らに成長要因を分解 し各要因の成長寄与 を説明す るものである。ここでは李 ・薛
                                    34）
の実証結果を援用 し,改 革開放以来重化学工業化 と経済成長 との関係 を検討 しよう （表4）。

 1981年 から1995年 までの問において,経 済成長に対す る部門別貢献度は重化学工業 （化学,機 械,

鉱物 ・冶金 ・加工,採 掘を含む）が96.7%で,軽 工業 （食品,消 費財）の34.8%を はるかに上回 り,う

ち機i械だけでも62.5%で あった。他方,経 済成長の要因別寄与度は輸出が80%で 各成長要因の中で

最高であ り,輸 出は中国の経済成長の主たる要因であるといえる。輸出についてさらにどの部門の

貢献度が高いかを追究す ると重化学工業が50.5%で,こ れも軽工業の30%を 大 きく上回っている。

ここで見たように,各 産業の中で重化学工業の経済成長への貢献は最 も大 きい。また経済成長の主

たる要因である輸出への重化学工業の貢献 も軽工業に比べて大 きい。改革開放後の産業構造の高度

化は国際貿易か ら多 くの恩恵を得ることで,経 済成長に多大な貢献 をすることができたのである。

お わ りに

 本研究では,貿 易に焦点 を当てて経済の閉鎖 ・開放 と産業構造の選択 との関連から中国の重工業

化政策 を検討 してきた。 これまでの考察で得た結論は次の通 りである。

 第1に,比 較優i位論は開放経済を前提 とす るものであ り,閉 鎖経済の下での産業構造の選択を議

論す ることには難点がある。中国の計画経済時代ではもちろんの こと,市 場移行期 でも関税 ・非関

32}Hu and Ma[1999], pp.82-101.

33） 石 戸 ・ほ かは,一 人 当た りGDPの 差 とい う説 明変数 の2乗 の項 の係 数 を推定 した結 果,電 気機 器

 産業 にお け る 日本 と比較 的 低 所 得 の 国 （購 買力 平 価 で 換 算 して一 人 当 た りGDP格 差 が約 万 ドル以

 上） との貿易 では,FDIや 地 域特 殊 的 な要 因に よ る影響 を除 く と,一 人 当 た りGDPの 差 が大 きいほ

 ど垂 直 的産業 内貿易 が増加 す るとい う結 果 を得 た （石 戸 ・ほ か[2003],pp.18-23） 。

34） 李 ・薛[1998],p.26。
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表4 中国の経済成長における要因寄与度と産業貢献度 （1981-95年）
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単位 ：%

輸出  技術変化 資本形成 家計消費 政府消費  輸入  国内生産額

  農業

  食品

  消費財各

要 化学
因  機械
寄
与 鉱物,冶 金,加 工
度  社会インフラ

  サービス

  全体平均

  農業

  食品

  消費財各

産 化学

茎 機械贔

嫩 冶金 加工
度 社 会 イ ンフ ラ

  サー ビス

 一7.60

 23.02

 78.8Q

 42.56

 34.07

 81.08

 50.05

-638
.99

 79.61

 3.33

 1.91

27.92

12.20

26.77

11.54

 3.17

13.16

100.00

 41.76

 99.53

 45.20

110.78

 64.32

 43.56

-15 .44

-222 .25

 78.06

一18
.67

 8.44

16.33

32.38

51.53

 6.32

-1
.00

 4.67

100.00

 一3.94

 13.65

-10
.59

 12.38

 46.36

 84.96

175.23

-209
.21

 52.99

 2.60

 1.71

-5 .63

 5.33

54.71

18.17

16.65

 6.47

100.00

65.91

 0.27

31.21

-2 .14

 8.11

19.68

-18 .23

229,26

-12 .05

190.96

-0 .15

-73 .06

 4.05

-42 ,10

-18 .51

 7.62

31.19

100.00

 2.45

-8 .40

-10
.02

-11
.68

-6 .44

-27
.95

-26 .82

682.55

-26
.63

 3.21

 2.09

!0.61

10.00

15.12

11.89

 5.07

42.01

100.00

 一1.44

-24
.79

-34
.24

-52
.23

-46
.53

-106
.59

-65
.41

332.22

-72
.64

一〇
.69

 2.26

!3.29

16.41

40.06

16.64

 4.53

 7.50

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

!00.00

100.00

100.00

一34
.91

 6.62

28.20

22.82

62.54

11.33

 5.04

-1
.64

100.00

（資 料 ） 李 ・薛[1998],p.26に よ る 。

税障壁により閉鎖的状態が作 られて,保 護貿易が続けられてきた。閉鎖経済において,た とえ比較

劣位の重工業でも確立可能であ り,た とえ非効率の企業でも延命可能であった。

 第2に,一 国の産業構造 も技術水準 も比較優位論が主張す るような所与の ものではなく,制 度や

政策的介入などの非経済的要因から受ける影響が大 きい。 また,規 模の経済性や製品の差別化など

の不完全競争が存在する産業に比較優位論は当てはまらない。比較優位論では,鉄 鋼,電 気機械,

自動車などのような規模の経済i生が著 しい産業を確立するための中国の重工業政策 を評価す ること

ができない し,改 革開放後の中国の産業構造,貿 易構造の変化 を十分説明することもできない。

 第3に,中 国の重工業化政策の問題は閉鎖経済の長期化にある。長期的閉鎖の下での重工業保護

は,規 模の不経済,非 重工業部 門の搾取,所 得配分の歪みなどの問題 をもた らした。保護下で用途

基準にみた生産財型重工業は未だに自立的発展の段階に至っていない。他方では,90年 代以降対外

開放の深化 につれて生産 ・技術基準による重化学工業化率は産業生産力の発展 とともに上昇 しは じ

め,自 立的発展の兆候が見えてきている。

 最後は,開 放経済の下の産業構造 の選択と経済厚生である。改革開放後の中国でも重工業化 とい

う産業構造の選択に関するスタンスは基本的に変わっていない。改革開放につれて急速に進んだ産
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業構造 と貿易構造の高度化は中国経済の成長要因となった。改革開放後の経済成長 を支えたのは比

較優位戦略論が主張 したような労働集約的産業 より,む しろ資本集約的産業のほうである。 また輸

出から,よ り多 くの貿易利益 を得 られたのは労働集約的産業ではな く,資 本集約的産業である。
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